
はじめに

今年 10 月に生物多様性条約第 10 回締約国会議が名古
屋で開催される。そこでは「生物多様性オフセット」や

「生物多様性バンキング」が，COP９以前からの流れか
ら重要テーマとして議論されることになろう。

実は「生物多様性オフセット」と「生物多様性バンキ
ング」とは，著者が 1980 年代に米国，カリフォルニア
で実際に従事し10），その後日本への導入を提言してきた

「代償ミティゲーション」と「ミティゲーション・バン
キング」と同じものである1）。最近の国際社会では，温
暖化対策のカーボンオフセットに倣って代償ミティゲー
ションを「生物多様性オフセット」またその経済的手法
を「生物多様性バンキング」と統一的に表現している。
日本では 1997 年環境影響評価法に「回避，低減，代償」
というミティゲーションの表現が入ったもののその実行
は今後の課題である9）。

本稿は，このような背景を踏まえて，これらの仕組み
の誕生国である米国のミティゲーション・バンキングに
焦点を絞り3〜6，9，11，12），ラムサール条約など最新の動向を
交えながらレビューしたものである。なお，紙面の関係
で本稿には拙著の関係論文を示したので詳細については
これらを参考にしていただければ幸いである。

１．代償ミティゲーションとミティゲーション・バンキ
ングの関係

ミティゲーションとは，開発などが生態系に及ぼす悪
影響を緩和することを意味する。開発に伴う環境アセス
メントにおいて悪影響を回避し，最小化し，代償するた
めの各ミティゲーション方策がこの順序で検討され提案
されることをミティゲーション・テストと呼ぶ（図１）。
この検討は環境アセスメント手続きの中で行われる。

生物多様性保全における「代償ミティゲーション」と
は，回避も最小化もできない悪影響，即ち，開発で直接
失われるハビタットに対して，開発区域の近隣で同様な
ハビタットを復元，創造，増強することによって，当該
地域全体として緩和するものである。復元，創造，増強
するハビタットは通常は同様なもの（インカインド）と
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するが，当該地域の生態系保全に関する優先順位があれ
ばこの限りではない。

ミティゲーション・バンキング（生物多様性バンキン
グ）は，このような代償ミティゲーションが抱える問題
点（開発事業者による生態系復元の失敗，成功基準の曖
昧さ，地域生態系の分断，破壊と復元の時間差，事業者
の経済的負担大など）を解決するために考え出された仕
組みである 6，9，11，12）。

２．ウェットランドのノーネットロス政策

「ウェットランド（wetlands）」は，日本語の「湿地」
を含む内陸の河川や湖沼，海域では６m 未満の珊瑚礁
や干潟や藻場等を指す幅広い概念である（ラムサール条
約）。ウェットランドはエコトーンとして生物多様性保
全についてきわめて重要な生態系である。

開発などの人間行為の前後である生態系の質と量を
一定にする政策をノーネットロス（no�net� loss）政策
という。言い換えれば開発による生態系のネットロス

（総損失）とミティゲーションによるネットゲイン（net�
gain，総利益）を等しくすることである3，5）。

これを定量評価する手法で最も普及しているのが
HEP（野生生物生息地評価手続き）である2，3，7，8）。ノー
ネットロス政策は代償ミティゲーションを義務づける根
拠となっている。

米国では白人入植以前に 8,700 万 ha あったウェット
ランドは開発により 1970 年代初頭には 4,010 万 ha まで
に激減した。1987 年にレーガン大統領（当時）によっ
て開催された「National�Wetland�Policy�Forum」では
ウェットランドの減少を食い止める政策が開発事業者，
農業者，環境保護団体，科学者間で検討され，その成
果として「Protecting�America’ s�Wetlands:�An�Action�
Agenda;�The�Final�Report�of� the�National�Wetlands�
Policy�Forum」が公表された。この中に国の短期目標
として「残存するウェットランドのノーネットロス」が，
また長期的目標として「ウェットランドのネットゲイン」
が提案された（図１）。この成果が当時大統領候補者で
あった初代ブッシュによって採用され，「ウェットラン
ドのノーネットロス政策」が初代ブッシュの選挙公約に
なった。

初代ブッシュ大統領の就任後，同政策は米国の三大環
境政策のひとつとして水質保全法や絶滅危惧種法などの
関連法制度において明確に規定され，代償ミティゲー
ションやミティゲーション・バンキング推進の根拠と
なった。ウェットランドのノーネットロス政策は初代
ブッシュ後，クリントン政権に引き継がれ 1995 年には
ミティゲーション・バンキングの連邦政府のガイドライ
ン「Federal�Guidance� for�the�Establishment,�Use�and�
Operation�of�Mitigation�Banks」を発効した。２代目ブッ
シュ政権ではネットロス以上の「ネットゲイン」が国家
目標になり，現在のオバマ政権に引き継がれている。ノー
ネットロス政策はホワイトハウスが発信源である点，定
量化によってわかりにくい生態系保全の目標を現実的で
実行可能な目標にできる点が画期的である。

３．ミティゲーション・バンキングの基本的メカニズム

ミティゲーション・バンキングの経営者・管理者であ

るバンカーはまずまとまった土地（農地等）を確保し，
将来ニーズが予想される生態系の復元，創造，増強を行
う。その成果は MBRT（後述）により認定される。認
定された成果はクレジット化され，バンカーの判断によ
る競争的価格で市場で販売される。通常は１エーカー

（0.4ha）あたりの価格となる。
一方，開発に伴う環境アセスメントにおいて，希少種

等のハビタットの直接的消失が回避も最小化もできない
ことが判明すると，事業許認可の条件として代償ミティ
ゲーションが事業者に義務づけられる。ミティゲーショ
ン・バンキングを利用しない場合には，事業者自ら代償
ミティゲーションの土地を探し，確保し，そこでリスク
の高い生態系復元，創造，増強事業を行わなければなら
ない。そこで事業者は義務づけられた代償ミティゲー
ションに見合うクレジットをバンカーから多少高くても
購入する道を選択する。事業者はバンカーから所定のク
レジットを購入するだけで，代償ミティゲーションの義
務を果たしたと認められる。

バンクでは生態系復元の専門家がまとめて復元，創造，
増強を行うので成功率は高まる。バンクへの代金支払い
の有無が代償ミティゲーションの成功基準となる。バン
クに支払う金額が比較的高くとも，事業が遅れるよりは
長期的には安くつく。個別の代償ミティゲーションがバ
ラバラに実施されるのではなく，それらが集合してより
広大な生態系復元が可能になる。復元，創造，増強の成
果が認められた後にクレジットが売買されるため破壊と
復元の時間差はない。結局，バンキングは自然環境保全
を推進したい主体にとってはこれまで金にならなかった
生態系復元，創造，増強がビジネスになり，事業者にとっ
ては不確実な代償ミティゲーション義務が短期に解決す
るという，両者ともに得をする「Win-Win」の仕組み
であるといえる。

バ ン ク の ク レ ジ ッ ト 評 価 は バ ン カ ー と MBRT
（Mitigation�Bank�Review�Team）との協議で決定する。
州ごとに設置される MBRT は関係連邦機関と州機関そ
の他により構成され，設立申請がなされたバンクについ
て審査，認可するとともに，バンク運営を監視する。

MBRT は事業官庁側と環境保全官庁側からの担当者
を含む主要ステークホルダースによるメンバー構成であ
る。NEPA プロセス（米国連邦環境アセスメント手続き）
の EIS チーム，HEP の HEP チームの構成も同様3）であ
るが，このような構成は「急がば回れ」の精神で公明正
大でアダプティブな運用を可能にするものである。

４．ミティゲーション・バンキングの実態

⑴　バンクの総数
現在，米国の連邦政府レベルで認可されたミティゲー

ション・バンクの総数は少なくとも 500 以上と考えられ
る。手元に確かな資料がないため，Environmental�Law�
Institute（ELI）が 1993 年と 2002 年に出したミティゲー
ション・バンクのレポートによりその実態を把握した。

ミティゲーション・バンクの総数は，1992 年に 46 だっ
たのが 2002 年には 259 となり，10 年間で５倍以上に増
えている。バンクの総面積は 56,251ha で東京都の４分
の１である。また，2002 年までにクレジットが完売し
たバンクは 22 であった。
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なお，この 2002 年時点での 259 のバンクの中には，
計画中のものや土地確保後でも未公認のバンク，後述す
る「In-Lieu-Fee」プログラムは含まれていない。さら
に，この総数は連邦政府レベルで認可されたバンクのみ
で，州以下のレベルやコンサベーション・バンク（後述）
は含まれていない。

米国のミティゲーション・バンクはその法的根拠に
よって２つに分かれる。ひとつは「ウェットランド・バ
ンク」と呼ばれる水質保全法 404 条と河川港湾法 10 条
による，ウェットランド生態系保全を目的としたバンク
である。もうひとつは「コンサベーション・バンク」と
呼ばれる絶滅種法による希少生物種のハビタット保全を
目的としたバンクである。連邦レベルのコンサベーショ
ン・バンクは 2003 年時点で 76 あった4）。
⑵　州別にみたバンク数
ミティゲーション・バンクの存在する州は 1992 年に

は 18 州だったが，2002 年には 40 州になった。表１に
2002 年時点のバンク数上位 20 州についてバンク数，合
計面積，米国内でのウェットランド消失順位を示した。

イリノイ州，カリフォルニア州，オハイオ州，ミズー
リ州などに湿地消失面積とバンク数に相関が感じられる
ものの，全体としては特に関係がみられなかった。

バンク規模は 2.4ha（東京ドームの半分）から 9,681ha
（ゴルフ場の 100 倍）とかなりの幅がある。1992 年に最
多数のバンクは 40ha 未満の規模だったが 2002 年では
40ha 以上 400ha 未満が最多となり，バンク１件当たり
の大きさは拡大している。
⑶　経営主体別にみたバンクのタイプ
ミティゲーション・バンクはその経営主体の違いから

シングル・クライアント型，民間ビジネス型（民間企業
型），In-Lieu-Fee 型（環境税型，自治体型）の３タイ
プに分類される11）。
a.　シングル・クライアント型（事業官庁型）
これは，鉄道や道路や港湾など将来も続く開発を行う

事業官庁が，将来，必要になる代償ミティゲーション用
地をあらかじめまとめて確保するものである。事業官庁
自らがバンカーにもクライアントにもなる。初期にはこ
の型が最も多かった。

1992 年にバンク全体の 75％を占めていたが，2002 年
には数は増加しているものの割合は 12.5% と民間ビジ
ネス型と完全に入れ替わった。その理由は，民間ビジネ
ス型バンクの出現によって，事業官庁が自らリスクを負
わなければならないバンク経営から離れ，より確実で公
明正大な民間ビジネス型バンクを利用するようになった
からと考えられる。
b.　民間ビジネス型（民間企業型）
これは，開発事業者とは関係のない民間企業が営利目

的でミティゲーション・バンクを経営するものである。
バンカーは民間企業や環境 NGO であり，クライアント
は代償ミティゲーションを義務づけられた不特定多数の
開発事業者である。バンクの土地は，バンカー所有地と
は限らず借地権で行うこともある。ミティゲーション・
バンキングが代償ミティゲーションを市場メカニズムに
より促進するものという点では，本タイプが最も本来的
なミティゲーション・バンクといえよう。

1994 年時点では，全米で民間ビジネス型バンクは３
つしかなかった。余談になるが，そのひとつは著者が
1989 年から 1992 年にかけてカリフォルニアで従事した
代償ミティゲーションで雇われていた造園土木会社社長
が設立したものである10）。2002 年には 135 バンクに増
加した。今後も市場経済型バンクとして発展し続けるこ
とが予想されるタイプである。
c.　In-Lieu-Fee 型（環境税型，自治体型）
これは，厳密にはバンクではなくむしろ代償ミティ

ゲーションのプログラムと考えるべきものである。「In-
Lieu」とは「代わりの」という意味であり，「In-Lieu-Fee」
とは事業者が代償ミティゲーションを実施する「代わり
に」，州政府などの土地管理官庁に代金を支払うことを
意味している。本来の In-Lieu-Fee 型はあくまでも事
業者が行う代償ミティゲーションを土地管理官庁が代行
するものである。2000年に In-Lieu-Fee 型を代償ミティ
ゲーションに使用する際の連邦政府ガイドラインが発効
されている。

当時は事業者による生態系破壊と官庁の代行する代償
ミティゲーションが１対１対応にならない恐れがあり，
徴集された金が他の目的に使われてしまう可能性が世
論で問題視されていたこともあり，2009 年時点でも In-
Lieu-Fee 型は全国で 38 件程度と少ない。反面，州政府
などの土地管理官庁が自ら計画しているより優先順位の
高い（と思える）生態系復元，創造，増強事業や土地利
用を推進するための費用を容易に調達できるという側面
もあり，今後増加する可能性も高い。

5．	ラムサール条約登録ウェットランドとミティゲー
ション・バンキングの関係

日本における代償ミティゲーションやミティゲーショ
ン・バンキングに対する誤解は代償ミティゲーションや
ミティゲーション・バンキングという社会システムに対
するものではなく，自然や生態系の復元・創造の可能性
に対する疑問であることが多い。中でも「自然というも
のは一度人間が壊したら二度と元に戻らない。人間が自
然を復元・創造できるわけはない。」という意見は根強
い。しかし，開発などにより重要な自然がこの地球上か
ら未来永劫消失する，という状況が回避できない場合に

注 1 ：アンブレラ・バンクやIn-Lieu-Feeシステムは除く。
注 2 ：WL（ウェットランドの略）消失順位はウェットランドの消失面積が最大の州を１とした。 
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は「不可能である」と評論するよりも「何とかして代償
する」ことに知恵を出すべきではないだろうか。

そこで本稿では前述のような疑問に対するアンチテー
ゼとしてラムサール条約登録ウェットランドを取り上げ
たい。表２はラムサール条約登録ウェットランドの国際
基準である。この基準を満たしているウェットランドは
水鳥をはじめとする動植物にとってきわめて重要な生息
地である。この基準には人工的に造られたか天然（原生
自然）かの区別はない。2009 年 12 月現在の米国のラム
サール条約登録ウェットランドを調べたところ，全 22
件のうち４件（18％）がミティゲーション・バンクで
あることが判明した（表３）。この事実は，代償ミティゲー
ションやミティゲーション・バンキングとして人工的に
復元，創造，増強されたウェットランドでも，少なくと
もラムサール条約の基準は満たしていることを示してお
り，今後の日本でも参考にすべき事柄ではないだろうか。

おわりに

米国の代償ミティゲーション（生物多様性オフセッ
ト），ミティゲーション・バンキング（生物多様性バン
キング），ノーネットロス政策を日本に最初に著者が紹
介したのは 1990 年前後だった。当時は，きわめて広い
国土を有する米国の特殊性や本稿でも論じた生態系復元
の困難さを理由に狭隘でモザイク状の日本への導入はあ
り得ないという意見がほとんどであった。それから 20
年，今や米国だけではなくドイツ，英国，オランダなど
の EU 諸国，オーストラリアやニュージーランドなどの
オセアニア諸国さらにはタイ，南アフリカなどの開発途
上国を含めて少なくとも 30 ヵ国以上の国で制度化され
ていることが明らかになってきた1）。
　今年生物多様性条約 COP10が日本で開催されるから，

他国が既に導入しているから日本も導入すべきというこ
とではない。それは，開発による生態系の直接的な消失
に対しては代償ミティゲーションは現実的な「最後の手
段」であり，失われる生態系のための土地が近隣の他の
場所に未来永劫に確保されることは，たとえそこで復元
される生態系が短期的に未熟なものであったとしても長
期的には当該地域生態系にとって何もしないよりは明ら
かに良いことだからである。そこには日本古来の里山生
態系といった人と自然の織りなす二次的生態系の知恵を
適用することが可能であると確信している。

そもそも開発計画時に，義務付けられる代償ミティ
ゲーションの種類と規模を事業者が知るということは，
結果的に生物多様性の高い地域の開発があらかじめ回避
される可能性が大幅に高まるという，代償ミティゲー
ション義務化，制度化の本来的目標を理解することが肝
要である9）。

1996 年第三次生物多様性国家戦略では開発が生物多
様性劣化の第一の原因とされている。必要な開発はこれ
からも続く。しかし必要な開発だからといって生態系が
消失したままで良いのだろうか？�あるいは貴重な生態
系を消失させるような開発を計画どおり実行させて良い
のだろうか？�水環境保全の観点からもこのテーマに関
する議論が高まることをお願いしたい。
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条件基準
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基準9 

基準2

基準5 

特定の生物地理区を代表するタイプ， 固有のタイプまたは希少なタ
イプのウェットランド

絶滅のおそれのある種や群集を支えているウェットランド

生物地理区における生物多様性の維持に重要な動植物を支えてい
るウェットランド

動植物のライフサイクルの重要な段階を支えているか， または悪条
件の期間中に動植物の避難場所となるウェットランド

定期的に2万羽以上の水鳥を支えるウェットランド

水鳥の1種または1亜種の個体群で， 個体数の1％以上を定期的に
支えているウェットランド

固有な魚類の亜種， 種， 科の相当な割合を支えている魚類の生活
史の諸段階や， 種間相互作用， 個体群を支え， それによって世界
の生物多様性に貢献するようなウェットランド

魚類の食物源， 産卵場， 稚魚の生育場として重要， あるいは漁業
資源の重要な回遊経路となっているウェットランド

鳥類以外の依存する動物の種または亜種の個体群で， 個体数の
1％以上を定期的に支えているウェットランド

表2　ラムサール条約登録ウェットランドの国際基準

名 称  所 在 地  面 積 ( h a )  

E v e r g l a d e s  N a t i o n a l  P a r k F l o r i d a 6 1 0 , 4 9 7

F r a n c i s  B e i d l e r  F o r e s t  S o u t h  Ca r o l i n a  6 , 4 3 8

I z embe k  L a g o o n
Na t i o n a l  W i l d l i f e  R e f u g e  

A l a s k a  1 6 8 , 4 3 3

O l e n t a n g y  R i v e r
We t l a n d  Re s e a r c h  P a r k  

Oh i o  2 1

表3　米国のラムサール条約登録ミティゲーション・バンク
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